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平成 28年度 事業報告 

 
 

平成 28年度の事業計画に基づいて、次のとおり取り組みました。 

 

Ⅰ．協会固有課題 

 

１．調査・研究活動 

（１）業務研究会の開催 

   共済事業の運営に資することを目的として、会員団体の関心が高く、共済事業に影

響を与える可能性のある国内外の課題をとりあげ、会員団体の役職員を対象に業務研

究会を 7回開催しました。 

 

①第 1回 

開 催 日：6月 24日 

タイトル：「都市における水害の被害想定と対策」 

②第 2回 

開 催 日：7月 25日 

タイトル：「国際金融規制の潮流と国際保険資本規制」 

③第 3回 

開 催 日：9月 6日 

タイトル ：「自動運転によるモビリティ社会の変革～自動運転がもたらす未来の交通～」 

④第 4回 

開 催 日：10月 14日 

タイトル：「モビリティ社会の変革がもたらす共済・保険市場への影響」 

⑤第 5 回 

開 催 日：12月 6日 

タイトル：「行政の変化と保険会社におけるＥＲＭ 経営の進捗」 

⑥第 6回 

開 催 日：1月 13日 

タイトル：「ＩＦＲＳ第 17 号（保険契約）の最新動向」 

⑦第 7 回 

開 催 日：3月 2日 

タイトル：「世界の協同組合保険事情とＩＣＭＩＦの対応」 

 

（２）共済理論研究会の開催 

   共済事業にかかる基礎理論の現代化および理論水準の向上を図ることを目的とし

て、共済理論研究会を 4回開催しました。また、協同組合共済の事業概要および事業

運営等の把握を目的として、共済理論研究会委員による視察を実施しました。 
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①共済理論研究会 

ｱ.第 1回 

開催日：11月 7日 

内 容：分科会委員報告にかかる意見交換 

第一分科会：「共済事業における内部統制のあり方」 

第二分科会：「組合員の参加・参画意識の向上」 

ｲ.第 2回 

開催日：1月 23日 

内 容：分科会委員による研究報告（第一分科会） 

「共済団体の特性に応じた効果的な内部統制のあり方」 

「共済契約の募集に係る体制整備のあり方に関する法的考察」 

ｳ.第 3回 

開催日：2月 13日 

内 容：分科会委員による研究報告（第二分科会） 

「協同組合としてのトラック共済―その生成と展開―」 

「共済団体の取り組みと組合員の参画意識」 

ｴ.第 4回 

開催日：3月 6日 

内 容：(ｱ) 分科会委員による研究報告（第一分科会） 

「平成 27年農業協同組合法改正とその先」 

(ｲ) 分科会委員による研究報告（第二分科会） 

「住民参加型福祉を軸とした相互扶助の制度化と共済組合員の参画

意識」 

(ｳ) 研究成果まとめ、平成 29年度・30年度共済理論研究会について等 

 

②視察 

実施日：8月 26日 

視察先：兵庫県共済協同組合・兵庫県商工会連合会 

 

（３）国内外の業界動向の把握 

   海外の協同組合保険に関する情報収集および協同組合保険団体との連携強化のため、

国際協同組合保険連合（ＩＣＭＩＦ）のアジア・オセアニア協会（ＡＯＡ）が主催す

るＡＯＡ会員訪問団およびＡＯＡセミナーに参加しました。 

   また国内においては、日本協同組合連絡協議会（ＪＪＣ）主催の会議に出席したほ

か、ＪＪＣ加盟団体との連携を深めました。 

 

①ＡＯＡ会員訪問団 

日 程：8月 2～3日 

視察先：フィリピン ＣＡＲＤ ＭＲＩ（農業・農村開発相互補強機構）、 

ＣＡＲＤ ＭＢＡ（農業・農村開発相互保険） 

 

②ＡＯＡセミナー 

開催日：10月 25～26日 

テーマ：「明日の利用者を今日つかむ」 
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（４）関係する研究機関等との連携 

   関係する研究機関等との連携を強化し、共済・協同組合等に関する情報を発信する

ため、日本協同組合学会の新理論研究会（8月 19日開催）において「共済事業の組織

横断的連携の現状と方向性～日本共済協会の果たす役割～」、日本保険学会の「保険学

雑誌 第 633号」（6月発行）において「保険・共済実務における個人情報漏洩防止の

近時の動向」についての研究報告を行ったほか、「農業協同組合経営実務 2017年 1月

号」（全国共同出版株式会社、1月発行）に「共済事業からＪＡの役割を考える」を寄

稿しました。 

   また、ＪＣ総研が取りまとめた欧州の協同組合の情報をテーマ別に編集し、「共済と

保険」誌において紹介しました。 

 

（５）共済年鑑の発行 

   おもな共済団体の事業概況をとりまとめ、統計資料として「2017年版 共済年鑑」

を発行しました。 

 

２．研修会・勉強会の開催 

（１）共済団体職員研修会の開催 

   共済団体の人材育成支援のため、実務に関する基礎的スキルの向上を目的として、

研修会を 5回開催しました。 

   なお、当初 6月に予定していた「火災共済支払査定研修会」は、4月に発生した熊

本地震への対応を考慮し、2月 21～22日に延期のうえ開催しました。 

 

①第 155回 

開 催 日 ：4月 20～21日 

研修会名 ：共済基礎研修会 

②第 156回 

開 催 日 ：7月 5～6日 

研修会名 ：生命共済支払査定研修会 

③第 157回 

開 催 日 ：9月 8～9日 

研修会名 ：火災共済支払査定研修会 

④第 158回 

開 催 日 ：1月 19～20日 

研修会名 ：経理研修会 

⑤第 159回 

開 催 日 ：2月 21～22日 

研修会名 ：火災共済支払査定研修会 

 

（２）共済団体の研修会等への支援 

   共済団体が実施する研修会を支援するため、平成 27年度から提供している研修用資

材「やさしい共済入門」を改訂しました。 

   会員団体からの要請にもとづき、協会役職員を会員団体の研修会の講師として派遣

したほか、外部講師を紹介しました。 
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（３）法令等に関する実務者勉強会の開催 

   会員団体の人材育成支援のため、法令等に関する対応力の向上と担当者間の交流を

目的として、勉強会を 4回開催しました。 

 

①第 1回 

開催日：9月 28日 

対 象：共済開発部門（生命系共済） 

②第 2回 

開催日：10月 6日 

対 象：共済開発部門（損害系共済） 

③第 3回 

開催日：12月 8日 

対 象：共済金支払部門（生命系共済） 

④第 4回 

開催日：1月 25日 

対 象：共済金支払部門（損害系共済） 

 

３．広報活動 

（１）広報活動の実施 

   協会の事業活動についてニュースリリースを 4回配信するとともに、ホームページ

にも掲載しました。 

 

（２）広報媒体の製作と発行 

①ファクトブック 

   共済・共済団体の認知度向上と理解促進を図るため、おもな共済団体の事業概況や

協会・会員団体の活動内容等について掲載したファクトブック（日本語版・英語版）

を発行しました。 

 

②共済協会だより 

   協会の活動内容等を会員団体に発信するため、共済協会だよりを 6回発行しました。 

 

③海外への情報発信 

   協会の事業活動を海外に広報するため、ホームページ（英語版）を更新するととも

に、ファクトブック（英語版）の発行についてＩＣＭＩＦ会員に通知しました。 

 

（３）日本共済協会セミナーの開催 

   協同組合・共済事業についての認知度向上を図るとともに、様々な社会問題を考え

ていくことを目的として、会員団体をはじめ、関係団体、組合員、一般消費者等に広

く参加を呼びかけ、セミナーを開催しました。 

 

開 催 日：11月 21日 

タイトル：「気候変動の社会的リスク－最新の研究から見る温暖化の影響と対策－」 
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Ⅱ．「共済と保険」誌の発行 

 

１．「共済と保険」誌の発行 

  「共済と保険、協同組合に関する理論と実務の研究誌」として、共済や保険に関する

論考や実務に関する情報等をとりあげ、会員団体をはじめとする共済団体役職員への情

報提供を目的として発行しました。また、会員団体間の相互理解を深めるための一助と

して、昨年度に引き続き会員団体の役員のインタビュー記事を掲載したほか、10月号で

は通巻 700号記念の論考を掲載しました。 

 

２．編集委員会の開催 

  会員団体のニーズを把握し誌面づくりに生かすことを目的として、会員団体等から選

出された委員で構成する編集委員会を 4回開催しました。 

 

（１）第 1回 

開催日：6月 17日 

（２）第 2回 

開催日：9月 16日 

（３）第 3回 

開催日：12月 16日 

（４）第 4回 

開催日：3月 17日 

 

Ⅲ．共済相談所の運営 

 

１．専門性の向上と態勢の強化 

（１）生命保険会社・損害保険会社等の紛争解決機関との情報交換 

   共済相談所業務の運営に資するため、生命保険会社・損害保険会社等の紛争解決機

関（3団体）との情報交換を行いました。 

 

（２）要員の確保および共済相談所職員のスキルアップ 

   「共済相談所における長期的要員計画・育成計画」にもとづき、会員団体と調整を

すすめ、要員体制の維持に努めました。 

   また、共済相談所職員のスキルアップを目的に、外部研修会等への参加や消費生活

専門相談員の資格取得を奨励し、平成 28年度に新たに職員 2名が消費生活専門相談員

資格を取得しました。 

 

（３）紛争解決支援業務（ＡＤＲ）認証機関としての取り組み 

   紛争解決支援業務（ＡＤＲ）認証機関として、平成 28年度に受け付けた 33件の裁

定申立案件と平成 27年度からの継続審議案件を対象に、公正・適切な審査委員会等の

運営に取り組みました。 

 

①審査委員会 

   紛争解決支援業務（ＡＤＲ）に関する事項の協議・報告、審査委員会委員への情報

提供・委員間の情報交換を行うことにより態勢の強化を図ることを目的として、審
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査委員会を 2回開催しました。 

 

②審査委員会小委員会 

   裁定申立案件について裁定審議開始の適格性の審査および審議会委員の選任を目的

として、審査委員会小委員会を 9回開催しました。 

 

③審議会 

   裁定申立案件の裁定審議を行うことを目的として、審議会を 66回開催しました。 

 

２．会員団体への支援 

（１）相談・苦情についての受電対応 

   会員団体等の契約者等関係者からの相談・苦情について受電対応（2,602件）を行

うとともに、会員団体に対し、月 1回定期的に内容をフィードバックし、情報の連携

を行いました。 

 

（２）共済相談所連絡会の開催 

   会員団体における相談・苦情・紛争にかかる対応力向上等を支援することを目的と

して、共済相談所連絡会を 4回開催しました。 

 

①第 1回 

開催日：7月 7日 

内 容：各会員報告および共済相談所の活動報告 

②第 2回 

開催日：9月 23日 

   内 容：講演会「クレームに対する法的対応方法～クレームをこじらせず、適切に

収束させるために～」 

③第 3回 

開催日：12月 15日 

内 容：各会員報告および共済相談所の活動報告 

④第 4回 

開催日：3月 3日 

内 容：講演会「共済・保険に求められる情報品質およびその向上について」 

 

（３）法令照会担当者会議の開催 

   弁護士法 23条照会等法令に基づく照会（会員団体における契約の有無について、弁

護士会等を通じての照会）への対応状況の報告および会員団体からの改善要望等の意

見交換を行うことを目的として、法令照会担当者会議を開催しました。 

 

開催日：10月 21日 

 

 

（４）裁定案件等に関する情報交換会の開催 

   紛争案件における共済者側の対応上の課題等について審査委員会委員から意見を受

けるとともに、紛争解決支援業務（ＡＤＲ）利用会員団体間の情報交換を行うことを
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目的として、裁定案件等に関する情報交換会を開催しました。 

 

開催日：2月 27日 

 

３．利用者・外部機関に対する広報・周知 

  平成 27年度および平成 28年度上半期の「共済相談所における相談・苦情・紛争解決

支援の状況について」および「審議会における裁定の概要」を作成し、会員団体に報告

するとともに、ホームページに掲載しました。 

 

４．その他 

（１）弁護士法 23条照会等法令に基づく照会対応 

   弁護士法 23条照会等法令に基づく照会（会員団体における契約の有無について、弁

護士会等を通じての照会）への窓口対応（870件）を行いました。 

 

（２）災害時共済契約照会制度に基づく照会対応 

   災害時共済契約照会制度に基づく照会（災害救助法が適用された地域で、共済契約

に関する手掛かりを失った被災者等からの契約の有無の照会）への受電対応（11件。

うち熊本地震に関するもの 10件）を行いました。 

 

Ⅳ．法制等政策課題 

 

１．法制度の改正動向の把握と対応等 

（１）各協同組合法および保険業法の動向把握と対応 

   改正農業協同組合法（4月 1日施行）、改正保険業法（5月 29日施行）についての解

説を研修用資材「やさしい共済入門」に追加しました。 

 

（２）その他共済事業に影響を及ぼす法制等の改正動向および影響等の調査・研究・情報

収集 

   保険監督者国際機構（ＩＡＩＳ）による「保険市場へのアクセス向上における相互

組織・協同組合・地域に根差した組織に関する規制および監督の適用文書（ＭＣＣＯ

文書）」および「国際保険資本基準（ＩＣＳ）」の市中協議についての会員団体間の情

報共有のため、情勢報告会および勉強会を開催しました。 

 

①保険監督者国際機構（ＩＡＩＳ）の市中協議にかかる情勢報告会 

開催日：9月 1日 

内 容：ＩＡＩＳが公表した市中協議文書の概要とその対応について 

②保険監督者国際機構（ＩＡＩＳ）「国際保険資本基準（ＩＣＳ）」に関する勉強会 

開催日：9月 21日 

テーマ：「国際保険資本基準（ＩＣＳ）について」 

 

 

（３）共済規制に関する勉強会の開催 

   海外からの共済規制に対する批判、平成 28年 4月の改正農業協同組合法施行等の環

境変化を踏まえ、今後の共済規制に関する課題整理と会員団体および当協会の対応に
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資することを目的として、共済規制に関する勉強会を 3回開催しました。 

 

①第１回 

開催日：11月 22日 

テーマ：「農協法改正の論点と影響」 

②第 2回 

開催日：2月 1日 

テーマ：「アメリカの保険・共済規制と業界団体のスタンス（スライベントフィナ 

ンシャル駐在報告）」 

③第 3回 

開催日：3月 29日 

テーマ：「国内外の協同組合の動向」 

 

（４）関係省庁検討会への協力 

   文部科学省および内閣府からの要請に基づき、学校管理下の災害に対する補償の在

り方（文部科学省）や共済・保険による災害の備えを促進する取組み（内閣府）を協

議するための検討会に出席し、意見陳述や資料提供を行いました。 

 

①文部科学省「災害共済給付事業の今後の在り方に関する検討会議」 

ｱ.第 1回 

開催日：10月 4日 

内 容：災害共済給付事業の今後の在り方に関する検討会議の設置及び運営 

ｲ.第 2回 

開催日：12月 9日 

内 容：調査研究（委託事業） 

ｳ.第 3回 

開催日：2月 24日 

内 容：調査研究途中経過報告 

ｴ.第 4回 

開催日：3月 24日 

内 容：調査研究報告、今後の検討課題 

 

②内閣府「保険・共済による災害への備えの促進に関する検討会」 

ｱ.第 1回 

開催日：12月 7日 

内 容：検討会の趣旨・主な検討課題、保険・共済の普及のための業界団体の取

組 

ｲ.第 2回 

開催日：1月 20日 

内 容：諸外国の保険制度、加入促進の取組案等 

 

ｳ.第 3回 

開催日：3月 15日 

内 容：情報提供の在り方、報告書のとりまとめ 
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Ⅴ．その他 

 

１．「協同組合の心を求めて～『共済と保険』誌巻頭言選集～」の発行 

  協同組合や協同組合事業、とりわけ共済事業に従事する役職員向けの学習書として、

「協同組合の心を求めて～『共済と保険』誌巻頭言選集～」を 4月に発行しました。 

 

２．職員教育 

  協会職員の業務知識の習得、スキル向上を図るため、各種セミナー・研究会・研修会

に職員を派遣しました。 

 

以 上 
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附属明細書 

 

平成 28年度事業報告においては、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行

規則」第 34条第 3項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」は、ありませ

ん。 

 






